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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の趣旨 

本市では、平成 19 年９月に制定した「岩国市男女共同参画推進条例」の理念に基づ

き、翌年３月、「岩国市男女共同参画基本計画」を策定しました。平成 25 年３月には、

平成 29 年度を目標年度とする、「第２次岩国市男女共同参画基本計画」を策定し、男

女共同参画社会の実現に向けた各種施策を総合的かつ計画的に推進してきました。 

「男女共同参画社会基本法」では、男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分か

ち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共

同参画社会の実現を、21 世紀における最重要課題と位置づけています。しかしながら、

男女共同参画の実現に向けて、解決しなければならない課題は数多く存在しているこ

とも事実です。 

急速な人口減少による労働力不足が懸念される中、国民ニーズの多様化やグローバ

ル化等に対応できる豊かで活力ある社会の実現のため、平成 27 年９月には、「女性の

職業生活における活躍の推進に関する法律（以下「女性活躍推進法」という。）」が施

行されました。平成 27 年 10 月に策定した「岩国市人口ビジョン」によると、今後も

本市の生産年齢人口は減少することが推計されており、様々な分野で女性が活躍する

ことが一層期待されているところです。 

また、配偶者等からの暴力は、個人の尊厳を傷つけ、男女共同参画社会の実現を阻

害するものであり、その根絶に向けて引き続き取り組むべき重要な課題です。 

この度、前計画の期間が平成 29 年度で終了することから、これまでの取組を検証し

つつ、社会経済情勢の変化による新たな課題にも対応しながら、引き続き、男女共同

参画社会の実現に向けた施策を総合的、計画的に推進するため、「第３次岩国市男女共

同参画基本計画」を策定することとしました。 

 

２ 計画の位置づけ  

この計画は、岩国市男女共同参画推進条例（平成 19 年９月 第 29 号）に基づいて策

定される、男女共同参画社会基本法第 14 条第３項の「当該市町村の区域における男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画」であり、岩国市に

おける男女共同参画施策の総合的かつ計画的な実施を目的とするものです。 

また、策定にあたっては、国の「第４次男女共同参画基本計画」及び「第４次山口

県男女共同参画基本計画」を踏まえるとともに、「岩国市総合計画」（平成 26 年 12 月）

をはじめとする各種計画との整合を図っています。 

なお、本計画には、女性の職業生活における活躍の推進に係る取組を含んでおり、

女性活躍推進法第６条第２項に基づく「当該市町村の区域内における女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策についての計画（市町村女性活躍推進計画）」を包含

した計画と位置づけます。 

また、本計画は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下

「ＤＶ防止法」という。）第２条の３第３項に基づく基本計画（ＤＶ対策基本計画）と
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しても位置づけ、施策を一体的に推進することとします。 

 

３ 計画の期間  

この計画は、平成 30 年度を初年度とする５か年計画とします。ただし、計画期間中

に生じる社会経済状況の変化や各施策の進捗状況によって、必要に応じて見直しを行

います。 

 

４ 計画の策定体制  

（１）男女共同参画に関する市民意識調査の実施 

本計画の策定に先立ち、市民の男女平等に対する意識、家庭生活や地域活動に

おける男女共同参画の状況、就労や人権に関する意識・実態等を把握するために、

｢岩国市男女共同参画社会づくりに向けた市民意識調査」（以下「市民意識調査」

という。）を実施しました。 

 

市民意識調査の実施概要 

調査対象 市内在住の満 20 歳以上の男女から無作為抽出した 3,000 人 

調査方法 郵送による配布・回収 

調査期間 平成 29 年６月 26 日～７月 31 日 

回収結果 
回 収 数：1,050 件（回 収 率：35.0％） 

有効回収数：1,040 件（有効回収率：34.7％） 

 

（２）女性の労働状況に関する事業所調査の実施 

働く場における女性の活躍に関する施策を検討する基礎資料として、本市に所

在する事業所における従業員の就業状況等を把握するために、｢岩国市男女共同参

画社会づくりに向けた事業所調査」（以下「事業所調査」という。）を実施しまし

た。 

 

事業所調査の実施概要 

調査対象 市内に所在する従業員 10 人以上の 500 事業所 

調査方法 郵送による配布・回収 

調査期間 平成 29 年６月 26 日～７月 31 日 

回収結果 
回 収 数：228 件（回 収 率：45.6％） 

有効回収数：223 件（有効回収率：44.6％） 
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（３）岩国市男女共同参画推進会議における審議 

本計画の策定にあたっては、学識経験者や関係行政機関の職員、社会活動団体

の代表、公募の委員で構成する｢岩国市男女共同参画推進会議」において、必要な

事項について審議を行いました。 

なお、本計画は女性活躍推進計画を包含するため、岩国市男女共同参画推進会

議は、その計画案を協議する「岩国市女性活躍推進協議会」（女性活躍推進法第 23

条）としても位置づけました。 

 

 

５ 国・県・本市の動き 

（１）国の動き 

① 「次世代育成対策推進法」改正 

平成 26 年４月に改正法が成立し、平成 37 年３月 31 日まで法律の有効期限が 10 年延

長されました。 

 

② 育児・介護休業法の改正 

介護をしながら働く方や、有期契約労働者の方が介護休業、育児休業を取得しやすく

なるように、法改正が行われ、平成 29 年１月１日に施行されました。介護休業の分割取

得、介護休暇の取得単位の柔軟化、有期契約労働者の育児休業の取得要件の緩和、いわ

ゆるマタハラ1、パタハラ2などの防止措置の新設などが盛り込まれています。 

平成 29 年 10 月、最長２歳まで育児休業が取得可能、妊娠等をしている労働者に育児

休業等の制度を個別周知する努力義務、「育児目的休暇」を制度化する努力義務などの改

正がありました。 

 

③ 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」改正 

配偶者からの暴力の防止と被害者の保護を目的として、被害者の相談や一時保護、裁

判所が発する接近禁止命令・退去命令などについて定めた「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する法律」が平成 25 年７月に改正され、生活の本拠をともにする

交際相手からの暴力及び被害者も保護の対象として改められました。 

                                          
1マタニティ・ハラスメントの略。働く女性の妊娠・出産・育児をきっかけに、職場の上司や同僚など

が行う嫌がらせ等。 
2パタニティ・ハラスメントの略。男性が育児参加を通じて自らの父性を発揮することに対し、職場の

上司や同僚などが行う嫌がらせ等。 
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④ 「ストーカー行為等の規制等に関する法律」改正 

ストーカー被害の相談を受けながら凶悪な事件を防ぐことができなかったことを教訓

とし、「ストーカー行為等の規制等に関する法律」が改正され、平成 25 年 10 月から施行

されました。改正では、警察等の連携強化に重きが置かれ、従来よりも広い範囲の警察

が、つきまとい行為を行う加害者へ警告する権限を持つようになりました。 

平成 29 年１月、同法の改正法案が施行され、ＳＮＳを利用したメッセージの送信等に

ついても規制対象となりました。 

 

⑤ 「女性活躍推進法」制定 

女性の職業生活における活躍を推進し、豊かで活力ある社会を実現することを目的と

し、女性の活躍推進に向けた国、地方自治体、企業の責務を定めた「女性活躍推進法」

が平成 27 年８月に制定されました。地方公共団体には、国が策定する女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する基本方針を勘案した上での当該区域内での女性の職業生活に

おける活躍についての推進計画策定を努力義務としています。また、国や地方公共団体、

労働者 301 人以上の民間事業主は女性の活躍に関する状況の把握、改善すべき事情につ

いて分析し、定量的目標や取組等を記載した「事業主行動計画」の策定・公表等が義務

付けられました。 

 

⑥ 「第４次男女共同参画基本計画」策定 

男女共同参画社会基本法に基づき、施策の総合的かつ計画的推進を図るため、平成 37

年度末までの「基本的な考え方」並びに平成 32 年度末までを見通した「施策の基本的方

向」及び「具体的な取組」を定めた「第４次男女共同参画基本計画」が平成 27 年 12 月

に策定されました。 
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（２）県の動き 

① 「第４次山口県男女共同参画基本計画」の策定 

「山口県男女共同参画推進条例」に基づき、平成 28 年３月、「第４次山口県男女共同

参画基本計画」が策定されました。 

 

② 「第４次山口県配偶者暴力等対策基本計画」の策定 

「第４次山口県配偶者暴力等対策基本計画」が平成 28 年３月に策定されました。 

 

③ やまぐち働き方改革推進会議の設立 

山口県内への人材の定着・還流を図り、若者や女性の県外流出に歯止めをかけ、仕事

と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進、女性の活躍推進、長時間労働の是

正その他「働き方改革」に関する施策を関係機関が積極的に推進するために、平成 28 年

８月設立されました。 

 

④ やまぐち働き方改革支援センターの設置 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進、女性の活躍推進、長時間労

働の抑制などの働き方改革に係る企業や従業員からの相談にワンストップで対応するた

めに、平成 28 年９月に開設されました。 

 

⑤ 「やまぐち性暴力被害者支援システム あさがお」の開始 

性暴力被害者の電話や面接での相談のほか、医療機関や臨床心理士、弁護士などと連

携・協力し支援するシステムを平成 29 年１月より運用開始しました。 

    

（３）本市の動き 

① 「第２次岩国市総合計画」策定 

社会経済情勢の変化等に的確に対応するとともに、特長ある地域資源や、これまで先

人達が培ってきた歴史・文化をまちの活力につなげ、新しい岩国の時代を築いていくた

め、平成 27 年度から平成 34 年度までの８年間のまちづくりの方向を示す「第２次岩国

市総合計画」を平成 26 年 12 月に策定しました。 
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② 「岩国市子ども・子育て支援事業計画」策定 

家庭を築き、子どもを産み育てるという希望をかなえ、すべての子どもが健やかに成

長できる社会の実現に向け、子育て支援を推進するために、平成 27 年３月に「岩国市子

ども・子育て支援事業計画」を策定しました。 

 

③ 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定 

平成 27 年 10 月、今後５か年の施策の方向性を提示する「岩国市まち・ひと・しごと

創生総合戦略」を策定しました。 

 

④ 「岩国市特定事業主行動計画」策定 

子育てしやすい職場環境づくりと、女性職員の活躍推進を一体的に進めるとともに、

男女を問わず全ての職員が生き生きと活躍できる組織を目指すことを目的として、岩国

市特定事業主行動計画を平成 28 年 3 月に策定しました。 

 

⑤ 「岩国市男女共同参画社会づくりに向けた市民意識調査」実施 

市民の男女平等に対する意識、家庭生活や地域活動における男女共同参画の状況、就

労や人権に関する意識・実態等を把握するために、平成 29 年６月、｢岩国市男女共同参

画社会づくりに向けた市民意識調査」を実施しました。 

 

⑥ 「岩国市男女共同参画社会づくりに向けた事業所調査」実施 

働く場における女性の活躍に関する施策を検討する基礎資料として、本市に所在する

事業所における従業員の就業状況等を把握するために、平成 29 年６月、｢岩国市男女共

同参画社会づくりに向けた事業所調査」を実施しました。 

 

⑦「第３次岩国市男女共同参画基本計画」策定 

社会経済情勢の変化による新たな課題にも対応しながら、引き続き、男女共同参画社

会の実現に向けた施策を総合的、計画的に推進するため、「第３次岩国市男女共同参画基

本計画」を策定しました。 
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６ 岩国市における、男女を取り巻く社会情勢の変化 

（１）少子高齢化の進展 

本市における年齢３区分別人口の推移を見ると、15 歳未満の年少人口が減少を

続けているのに対し、65 歳以上の老年人口は増加を続けていることがわかります

（図 1、図 2 参照）。 

また、本市の合計特殊出生率3（ベイズ推定値）は、平成 15～19 年までは減少

傾向にあったものの、平成 20～24 年では上昇しており、また、県に比べても高い

値で推移しています。しかしながら、人口維持に必要とされる人口置換水準（2.07）

を大きく下回る状態が続いています（図 3 参照）。さらに、人口ピラミッド（図 4）

を見てもわかるように、現在最も人口の多い 65～69歳が、今後順次後期高齢者と

なるため、本市において、後期高齢者の割合が急速に進行することが予想されま

す。このような少子高齢化の進展は、生産年齢人口の減少による経済成長の衰退、

要介護高齢者の増加と年金、医療、福祉などの社会保障分野における現役世代の

負担増大など、社会経済全体に大きな影響を及ぼすことが懸念されています。そ

のため、社会のあらゆる仕組みの中に、高齢者の自立を支え、社会参加を促すハー

ド・ソフト両面の整備が必要です。 

少子化は、晩婚化・非婚化が主な要因とされていますが、現実には、子育てに

対する漠然とした不安や仕事と育児の両立の難しさ、子育てや教育にかかる経済

的負担など、多くの要因が複雑に作用する中で個人の人生設計が制約を受け、結

果として少子化が進行しているという現実があります。その中で、家庭生活での

男女間の役割分担の偏りを原因とした、子育てに対する孤独感も無視することは

できません。 

女性の活躍推進や男女のワーク・ライフ・バランスの促進など、既存の子育て

支援施策のみならず、結婚や子育てなどの人生の節目・転換期に対応した長期的

な視点に立った生活設計や、個人の望む人生設計が実現できるような施策の展開

が求められています。 

                                          
3 15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性が一生の間に生む子ども数

に相当するとされる。 
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図 1 年齢３区分別人口の推移 
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資料：国勢調査      各年 10 月１日現在 

※ 年齢３区分人口には年齢不詳を含んでいないため、各区分人口の和と総人口は一致しないことがある。 

※ 平成 32年は、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口による。 

 

図 2 年齢３区分別人口割合の推移 
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資料：国勢調査      各年 10 月１日現在 
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図 3 合計特殊出生率（ベイズ推定値）の推移 
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資料：人口動態保健所・市区町村別統計人口動態特殊報告 

 

図 4 岩国市の人口ピラミッド 
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資料：住民基本台帳     平成 29 年５月１日現在 
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（２）家族形態の多様化 

少子高齢化や産業構造の変化、人々の価値観の多様化などが相まって、家族形

態が多様化しています。本市では、多世代家族が減少を続ける一方、いわゆる核

家族化が進行してきましたが、核家族世帯の割合は平成 12 年の 68.9％をピークに

減少に転じています。一貫して増加傾向にあるのは単独世帯であり、平成２年で

は 19.6％であったのが平成 27 年には 35.9％となっており、実に本市の３世帯に

１世帯以上が単独世帯となっています（図 5 参照）。 

高齢者の一人暮らしや夫婦だけの世帯が増えていること、若い世代にも同じよ

うな傾向が見られることから、今後もこの傾向は続くものと考えられます。 

世帯人数の減少は、家庭内の相互扶助機能の低下を招くこととなります。従来

の固定的な性別役割分担意識を持ったままでは、家庭の安定を保つことは非常に

困難になります。 

すべてのひとり親世帯が経済的に困窮しているわけではありませんが、ひとり

親家庭の相対的貧困率は平成27年時点で50.8％と半数を超えているという現実も

あり（平成28年 国民生活基礎調査）、次世代への貧困の連鎖が懸念されています。

ひとり親家庭に対して、実情に応じたきめ細かな支援を行っていくことも大切で

す。 

 

図 5 世帯数の推移 
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資料：国勢調査      各年 10 月１日現在 
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（３）経済状況及び就業構造の変化 

わが国では、非正規雇用が増加する一方で、長時間労働が問題となっています。

非正規雇用の増加は、経済的理由で結婚できない若者を生み出し、長時間労働や

仕事を中心としたライフスタイルは、男性の家庭や地域への参加・参画を阻む要

因の一つにもなっています。 

共働き世帯数が増加傾向にある中、女性は男性に比べて非正規雇用の割合が高

く、また、子育て期に就業を中断する女性が少なくありません（図 6 参照）。これ

らのことは、男女の賃金格差につながるとともに、将来、経済的自立が困難な高

齢単身女性を生み出すことにもつながりかねません。 

女性が出産・子育て・介護などにより就業を中断することのないよう支援する

とともに、就業意欲と能力の向上を図る必要があります。そのためには、雇用等

における男女の均等な機会と待遇の確保に加え、固定的な性別役割分担意識の解

消、長時間労働の削減によるワーク・ライフ・バランスの推進など、関係する様々

な取組が必要です。 

 

図 6 女性の年齢階層別労働力人口 
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資料：国勢調査      平成 27 年 10 月１日現在 
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（４）地域コミュニティの変容 

少子高齢化や都市化の進展、家族形態や個人の意識、ライフスタイルの多様化

などにより、地域の連帯感や互助の機能が低下しており、自治会をはじめとする

地域の各種団体では担い手不足や役員の高齢化、固定化を招いています。 

しかし、地域社会は市民一人ひとりが豊かな生活を送るための共通の基盤であ

り、特に地域住民の安全・安心を確保する上で地域の果たす役割は大きく、地域

コミュニティの再構築とその活動の活性化が求められています。 

他方、定年退職による自由時間の増大や個性や能力を重視する価値観の広がり

などを背景に、社会参加による自己実現を図ろうとする意識が高まり、ボランティ

ア活動への参加の動きが広がりを見せつつあります。 

地域福祉の重要性が指摘されるなか、こうした市民の新しい地域活動と、従来

の地縁に基づく地域コミュニティ活動の連携は、今後の大きな課題です。地域全

体で日常生活上の不安の解消や生活課題の解決を図り、誰かの助けを必要とする

人もそうでない人も同じ社会の一員として認め合い、自分の意思で様々な社会活

動に参加・参画できるような社会を創り上げていくことが求められています。 
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図 7 「ボランティア活動」の種類別行動者率（平成 23 年、28 年） 
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資料：平成 28 年社会生活基本調査（総務省 統計局） 
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第２章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本理念  

岩国市が将来にわたって豊かで活力ある都市として着実に発展していくために、男

女の人権が尊重され、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮できる社会

を目指します。 

 

岩国市男女共同参画推進条例の基本理念 

男女の人権の尊重 

男女の個人としての尊厳を重んじましょう。男女の差別をなくし、ひとりの人 

間として能力を発揮できる機会を確保していきましょう。 

 

社会における制度や慣行についての配慮 

性別による固定的な役割分担等にとらわれず、男女が共に主体的で自由な活動 

ができるよう、社会の制度や慣行のあり方について考えていきましょう。 

 

施策等の立案・決定への共同参画 

男女が社会の対等なパートナーとして、市や団体などの施策や方針の立案・決 

定の場に、共に参画できるようにしましょう。 

 

家庭生活と社会生活の両立 

家族みんなが互いに協力し合い、社会の支援も受けながら、家庭生活と社会生 

活を両立できるようにしましょう。 

 

生涯にわたる男女の健康の確保 

男女がそれぞれの身体的特質を理解し、尊重し合うことで、生涯にわたって健 

康的な生活ができるようにしましょう。 

 

国際的協調 

男女共同参画は、国際的協調のもとで推進しましょう。 
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２ 計画策定の視点 

（１）男性、子どもにとっての男女共同参画 

男女共同参画は、女性の課題と捉われがちですが、男女共同参画社会は、男性

にとっても仕事と家庭を両立し、地域活動への参画や自己啓発に取り組むことの

できる、暮らしやすい社会です。 

女性の就業率の高まり、女性のライフスタイルや世帯構造の変化など、女性を

取り巻く環境は大きく変化しているにもかかわらず、男女共同参画の成果はあま

り見える形では表れていない状況です。その原因として、依然として残る「男は

仕事、女は家庭」という固定的な性別役割分担意識や、それに基づく様々な社会

制度や慣行があります。男性の長時間労働を前提とした従来の働き方は、子育て・

家事・介護等への主体的な参画を困難にしています。男女共同参画の必要性を男

性自身が認識し、長時間労働の抑制などの働き方の見直しによって、男性が主体

的に家庭や地域へ参画する意欲が高まるように働きかけることが必要です。 

一方、次代を担う子どもたちが、将来を見通した自己形成を図りながら、健や

かに育ち、個性と能力を発揮できる社会を目指すためには、子どもの頃から男女

共同参画の理解を深めることが重要です。子ども一人ひとりが男女共同参画の理

解を深めることは、子ども自身にとってのみならず、今後の社会全体における男

女共同参画を推進することにもつながります。 

 

（２）女性に対するあらゆる暴力の根絶 

配偶者等からの暴力（ドメスティック・バイオレンス）、性犯罪、売買春、人身

取引、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為等、異性間の暴力の被害者

の多くは女性で、その背景には、固定的な性別役割分担意識や経済力の格差、男

性の女性に対する所有意識などがあるとい言われています。このような女性に対

する暴力は、女性の人権を著しく侵害するものであり、男女共同参画社会を形成

していく上で克服すべき重要な課題です。 

特に、配偶者等からの暴力は被害者の生命や精神に重大な危害を与える犯罪で

あると同時に、子どもへの影響や児童虐待につながる行為です。また、暴力が家

庭内で発生することが多いことから潜在化しやすく、暴力がエスカレートし、被

害が深刻化する特性があります。そのため、暴力を容認しない社会認識の徹底等、

根絶のための基盤整備とともに、防止対策や被害者支援など、女性に対するあら

ゆる暴力の根絶のための幅広い取組を推進することが必要です。 
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（３）地域活動における男女共同参画の促進 

少子高齢化や家族形態の多様化、個人の意識やライフスタイルの多様化は、地

域の連帯感や相互扶助意識を弱める方向に作用していると言われていますが、逆

に、そういう時代であるからこそ、子どもや高齢者をはじめとする地域住民の安

全・安心の基盤として地域の役割が重要になっています。 

既に、地域の課題に自ら積極的に取り組んでいる活動団体もありますが、その

ような活動の輪を広げ、地域力を高めていくためには、地域における方針決定過

程への女性の参画を促進するとともに、性別・年齢を問わず、地域社会の一員と

して主体的に参画できる機会や場を広げ、自立した市民による地域コミュニティ

の活性化を図る必要があります。 

また、災害等における被災時の避難所運営等では、食事準備や清掃等が当然の

ように女性に集中するなどの問題や、男女のニーズの違いを把握する必要がある

ことが明らかになっています。 

防災のみならず、環境問題など、様々な地域課題の解決のためには、男女が対

等な立場で積極的に参画するとともに、あらゆる人々の身近な暮らしの中に男女

共同参画の視点が必要であることを広く啓発することが重要です。 

 

（４）市民、事業者等との協働 

男女共同参画社会の実現には、行政施策の推進はもとより、広く市民、事業者

等の理解を得て、市民、事業者等と積極的に協働していくことが不可欠です。そ

のためには、この計画を、市民、事業者等が男女共同参画を自らの問題としてと

らえ、それぞれの立場で主体的に取組を進めるとともに、幅広い協力と連携を図っ

ていくための計画とする必要があります。 

市が市民、事業者等との協働を進めるためには、市民、事業者等に対して目指

すべき目標像を明示するとともに、計画の成果を把握・評価するための物差しを

共有することが必要です。この計画では、重点目標ごとに管理指標を設定し、そ

の現状と目標を明記することによって、指標による計画の進行管理を図ります。 
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３ 計画の基本目標 

計画の基本理念を実現するために、以下の 3つの基本目標を設定します。 

 

基本目標１ 男女が共に活躍できる地域社会づくり 

 

基本目標２ 男女共同参画社会づくりに向けた意識の改革 

 

基本目標３ 男女が健康で、安心・安全に暮らせる社会づくり 

 

３つの基本目標のそれぞれについて、その達成のための重点目標を掲げ、第３章で、

それに対応した現状と課題及び今後の取組を明らかにするとともに、その成果を確認

するための管理指標と目標を設定します。 
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４ 計画の体系 

 

（１）あらゆる分野での政策・方針決定過程への女性参画拡大

（２）仕事と生活の調和の推進

（３）家庭における男女共同参画の促進

基本目標１ 男女が共に活躍できる地域社会づくり

（４）働く場における女性活躍の推進

（５）地域・農山漁村における男女共同参画の推進

（６）国際交流・国際協力を通じた男女共同参画の推進

①政策・方針決定過程への女性の参画促進

②事業所・地域活動団体などにおける女性の参画促進

③女性リーダーの人材育成等

①ワーク・ライフ・バランスの普及・啓発

②仕事と家庭・地域活動などの両立支援

①男性の男女共同参画への理解促進

②男性の子育て･介護の参画支援

①職場における男女の均等な機会と待遇の確保の促進

②希望に応じた多様な働き方の実現に向けた支援

①地域活動への男女共同参画の推進

②農林水産業・農山漁村における男女共同参画の推進

①国際理解及び交流と連帯の推進
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基本目標３ 男女が健康で、安心・安全に暮らせる社会づくり

（２）生涯を通じた男女の健康づくりへの支援

（１）男女間におけるあらゆる暴力の根絶

（１）男女共同参画の視点に立った社会制度や慣行の見直し、意識の改革

（２）男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進

（３）みんなが安心して暮らせる社会づくり

基本目標２ 男女共同参画社会づくりに向けた意識の改革

（４）男女共同参画の視点に立った地域防災

①人権尊重・男女共同参画意識の啓発

②男女共同参画に関する調査研究及び情報収集・提供

①学校・保育所等における男女共同参画の推進と充実

②生涯学習における男女共同参画の推進と充実

①暴力を許さない基盤づくりの推進

②相談体制の充実

③被害者の支援と自立に向けた取組の推進

①性の尊重と生涯を通じた男女の健康支援

②こころの健康づくりの充実

①生活に困難を抱えた人々が安心して暮らせる環境整備

①防災・減災・災害復興における男女共同参画の促進
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第３章 基本目標達成に向けた施策の展開 

１ 男女が共に活躍できる地域社会づくり 

（１）あらゆる分野での政策・方針決定過程への女性参画拡大 

社会のあらゆる意思決定の場に男女が対等な立場で参画し、多様な考え方を生かして

いくことが、男女共同参画社会を形成していくために必要です。 

様々な分野で女性の社会進出が進んでいるにも関わらず、政策・方針決定過程に女性

が十分参画できているとはいえません。 

社会における意思決定過程への女性の参画をさらに進めるためには、女性が活躍でき

るよう環境の整備を進める必要があります。また、女性自身がさらに力量を高めていく

こと（エンパワーメント）も重要です。 

 

【現状と課題】 

本市の意思決定過程への女性の参画状況を示す目安として、審議会等の委員の女性割

合を管理指標に定めています。本市における審議会等委員に占める女性の割合は 30.6％

（平成 29 年３月末日現在）であり、前計画で設定した目標値（30.0％）は達成してい

ます。しかしながら、女性委員の割合が著しく低い審議会があるなど、女性が政策方針

決定の場で十分参画できていない状況です。第３次計画ではさらに高い目標を定め、女

性の参画を進めていく必要があります。 

本市における女性職員（一般職）の割合は 36.7％となっています。一方、課長級以上

の管理職（一般職）のうち女性職員の占める割合は 14.8％（平成 29 年４月１日現在）で

あり、女性の管理職が少ないのが現状です。さらなる職員の意識改革と人材育成の推進

を図り、女性管理職を増やす取組を進めていく必要があります。 

一方、事業所や地域で活動する団体等についても、意思決定過程での女性の参画は十

分とはいえない状況があります。事業所調査の結果を見ると、女性管理職の割合が 10.0％

を下回っているのは、調査対象事業者の約半数（45.7％）にもなっており、また、女性

管理職の割合を平均すると 23.5％に留まっています。 

女性管理職の割合が少ない理由としては、「女性従業員が少ない、またはいない」

（58.8％）、「管理職になるために必要となる知識や経験を有する女性が少ない、または

いない」（40.2％）、「女性従業員自身が管理職に就くことを希望しない」（12.7％）など、

正規従業員における女性割合の少なさや女性自身の意識改革、キャリア形成不足があげ

られています（図 8）。 

また、今後「女性管理職割合を増やしたいと思う」（11.2％）、「可能であれば増やした

いと思う」（46.2％）と約６割の事業所が女性の管理職を増やすことに肯定的となってお

り、女性の意識改革やキャリア形成に向けての取組を推進する必要があります（図 9）。 

そして、地域活動に参加している女性は多いにも関わらず、方針決定の場への女性の

参画は十分とはいえず、自治会長のうち女性の割合は 6.5％に留まっています。 
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図 8 女性管理職が少ない（又はまったくいない）理由 

（女性管理職が 10％未満の事業所）

58.8 

40.2 

12.7 

11.8 

10.8 

4.9 

2.9 

2.9 

1.0 

4.9 

9.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

女性従業員が少ない、またはいない

管理職になるために必要となる知識や経験を有する女性

が少ない、またはいない

女性従業員自身が管理職に就くことを希望しない

女性は勤続年数が短く、管理職になるまでに退職する

家庭の事情があるため、女性が管理職に就くことは大変

である

男性を管理職に登用するのが慣行である

管理職の業務はハードで、女性には任せられない、ある

いは向いていない

管理職になるための教育訓練を行なっていない

出産、育児、介護等による一時休暇が予想される

その他

特にない

無回答

計：102事業者
    

資料：事業所調査 

 

図 9 女性管理職割合を増やしたいと思うか 

増やしたいと思う

11.2%

可能であれば増や

したいと思う

46.2%

増やしたいとは思

わない

30.5%

無回答

12.1%

計：223事業者

    

資料：事業所調査 
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【施策の方向】 

① 政策・方針決定過程への女性の参画促進 

政策・方針決定の場へ女性の積極的な登用を引き続き促進し、行政においては、女性

職員の管理職への登用や計画的な人材育成に取り組むとともに仕事と生活の調和を実現

しやすい環境整備を進めます。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

審議会等における女性登用

の積極的拡大 

審議会等における委員選定時の女性委

員割合をさらに高め、女性委員の割合が

著しく低い審議会等が発生しないよう、

関係各課と連携して女性委員の登用に

努めます。 

男女共同参画室 

関係各課 

行政における男女共同参画

の推進 

女性活躍推進法に基づく特定事業主行

動計画により女性職員の管理職の登用

やキャリア形成を行うとともに男性職

員の育児休暇取得の促進、超過勤務の縮

減などワーク・ライフ・バランスのとれ

た職場環境の整備を進めます。 

職員課 

 

② 事業所・地域活動団体などにおける女性の参画促進 

事業所や地域活動団体等における女性の登用状況の把握に努め、女性の管理監督職へ

の登用や、方針決定にかかわる場への参画やポジティブ・アクションを進めるための働

きかけや女性活躍推進の情報提供などを行います。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

事業所・団体等における方

針決定の場への女性の登用

と参画の促進 

事業所や地域団体等に対して、女性の参

画促進の重要性・必要性について理解を

得られるための周知・啓発、情報提供を

進めます。 

男女共同参画室 

商工振興課 

事業所における女性の登用状況の把握

に努め女性の管理監督職への登用や職

域拡大など、女性が方針決定の場に参画

できるよう事業所への啓発に努めます。 

男女共同参画室 

商工振興課 
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③ 女性リーダーの人材育成等 

方針決定の場へ女性が積極的に参画するよう、女性自身の意識や行動の改革を促すと

ともに、女性リーダーの育成と人材情報の収集・整備を行います。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

女性の意識改革に向けた啓

発 

固定的な性別役割分担意識にとらわれ

ず、女性が方針決定の場へ積極的に参画

できるよう、意識改革の啓発に努めま

す。 

男女共同参画室 

女性リーダーの人材育成 

指導的立場を担う女性リーダー育成の

ため、研修や講座等の機会の提供と情報

提供の充実を図ります。 

男女共同参画室 

商工振興課 

生涯学習課 

女性の人材情報の収集・整

備 

女性の登用を促進するために、幅広い人

材情報の収集・整備を行います。 
男女共同参画室 

 

 

【管理指標と数値目標】 

管 理 指 標 
平成 28 年度 

（近況値） 

平成 34 年度 

（目標値） 

審議会等委員に占める女性の割合 30.6％ 40.0％ 

市職員の女性の管理職の地位に占める割合 
（特定事業主行動計画に基づく目標） 

14.8％ 15％以上 

女性管理職の登用目標を設定している事業者の割合 7.6％ 15.0％ 

※ 近況値は平成 29 年３月末日現在の実績（以下、同じ）。 

 

（参考）２次計画における管理指標 

管 理 指 標 
平成 23 年度 

（近況値） 

平成 29 年度 

（目標値） 

審議会等委員に占める女性の割合 22.6％ 30.0％ 

※ 近況値は平成 24 年３月末日現在の実績（以下、同じ）。 
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（２）仕事と生活の調和の推進 

仕事は暮らしを支え、生きがいや喜びをもたらすものですが、家事・育児・介護、地

域活動なども暮らしに欠かすことのできないものであり、男女ともにその充実があって

こそ、人生の生きがいや喜びは倍増します。 

働きたい女性が、子育てや介護等によって働くことができなくなることを防ぐため、

多様で柔軟な働き方等を通じたワーク・ライフ・バランスの実現が課題です。 

ワーク・ライフ・バランスの推進は事業所の理解が不可欠です。少子高齢化の進行に

より労働人口が減少する中、事業所にとっては優秀な人材の確保が重要な課題となって

いますが、時間外労働の削減や育児・介護休業の取得など、ワーク・ライフ・バランス

の推進に積極的な事業所は女性の就業の定着率が高まる傾向にあるほか、就職希望者も

増え、優秀な人材が集まりやすくなっています。また、従業員自身が労働時間の管理や

仕事の効率化を意識するようになり、生産性の向上につながるというメリットもあるこ

とから、さらなる事業所への啓発が必要です。 

 

【現状と課題】 

事業所調査の結果を見ると、ワーク・ライフ・バランスに「取り組む必要がある」「ど

ちらかといえば取り組む必要がある」と回答した事業所の割合は 74.9％となっており（図 

10）、実際に、64.2％の事業者は具体的な取組をしています（図 11）。 

ワーク・ライフ・バランスに取り組む必要があると考えている事業所の多くが「従業

員の満足度、仕事への意欲が高まることなどにより、生産性が向上する」「多様で有能な

人材の獲得や定着が可能となる」と、その効用を認識しており（図 12）、実際にワーク・

ライフ・バランスに取り組んだ事業所の半数以上が、「従業員の心身の健康の保持増進」

「従業員の定着」などのメリットを感じて（期待して）いる（図 13）ことが分かります。 

一方で、ワーク・ライフ・バランスに取り組む必要がないと回答した事業所の約３割

が、その理由として「ワーク・ライフ・バランスの考え方がまだ社会に根付いていない

から」と回答しており、ワーク・ライフ・バランスに対する事業者間の認識・理解度に

差があることが分かります。 

市民意識調査結果において、ワーク・ライフ・バランスを実現していくために必要だ

と思う条件として、「育児や介護のための施設・サービスを充実する」に次いで「男女と

もに育児・介護休業が取りやすい環境を整備すること」などの回答割合が高かった（図 

14）ことを踏まえ、さらにワーク・ライフ・バランスの必要性と、その実現がもたらす

効用について、市民、事業所双方への周知・啓発が必要です。 

また、男女がともにワーク・ライフ・バランスを実現していくために、多様なニーズ

に応じた子育て支援の充実を図るとともに、介護をしながら働き続けることができる環

境整備が重要です。 



- 25 - 

 

図 10 ワーク・ライフ・バランスの推進に対する考え 

取り組む必要があ

る

35.0%

どちらかといえば

取り組む必要があ

る

39.9%

どちらかといえば

取り組む必要はな

い

11.2%

取り組む必要はな

い

7.6%

無回答

6.3%

計：223事業所

 

資料：事業所調査 
 

図 11 ワーク・ライフ・バランスに取り組んでいること 

48.9 

35.9 

21.1 

7.6 

6.7 

6.7 

5.8 

2.7 

2.7 

32.7 

3.1 

0% 20% 40% 60%

時間外労働の縮減に取り組んでいる

有給休暇の取得促進に取り組んでいる

ノー残業デーを実施している

育児、介護等を理由に退職した従業員を対象とした再雇

用制度を実施している

フレックスタイム制度等を導入している

ボランティア休暇制度を導入している

自己啓発助成制度を導入している

自己啓発休暇制度を導入している

その他

特に何もしていない

無回答

計：223事業所
  

 

資料：事業所調査 
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図 12 ワーク・ライフ・バランスに取り組む必要がある理由 

（ワーク・ライフ・バランスに取り組む必要性を認識している事業所） 

73.7 

51.5 

41.3 

20.4 

16.8 

1.2 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80%

従業員の満足度、仕事への意欲が高まることなどによ

り、生産性が向上する

多様で有能な人材の獲得や定着が可能となる

仕事の進め方が合理的に見直されて効率が高まる

仕事以外の活動に関わることで得た視点の広がりや創

造性が、企業にフィードバックされる

多様な人材の能力を活かすことで様々なニーズや環境

の変化への対応が可能となる

その他

無回答

計：167事業所  

資料：事業所調査 

 

図 13 ワーク・ライフ・バランスに取り組んで感じた（期待する）メリット 

66.4 

56.6 

38.5 

37.1 

28.7 

25.2 

19.6 

19.6 

16.1 

16.1 

0.7 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80%

従業員の心身の健康の保持増進

従業員の定着

従業員の満足度や仕事への意欲、

企業へのロイヤリティの向上

優秀な人材の確保

従業員の能力向上

従業員の生活者としての視点や創造性、

時間管理能力の向上

多様性に富む従業員の確保、定着

コスト削減

生産性や売り上げの向上

企業イメージや評価の向上

その他

無回答

計：143事業所
 

資料：事業所調査 
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図 14 ワーク・ライフ・バランスのために必要だと思う条件整備 

51.8 

48.8 

43.4 

31.6 

22.7 

18.7 

12.7 

6.3 

6.0 

2.0 

3.5 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80%

育児や介護のための施設・サービスを充実する

男女ともに育児・介護休業がとりやすい環境を整備する

時間的制約がある人が働くことに対し、職場の理解と協

力があること

週休二日制や労働時間の短縮を進める

地元での雇用の機会を増やす

男性に家事・育児・介護などに積極的に参加するよう啓

発する

在宅勤務をしやすくする

地域活動（ボランティア等）の機会を増やす

趣味や教養を高めるための講座・研修会を行う

特に条件整備は必要ない

その他

無回答

計：1,040人  

資料：市民意識調査 
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【施策の方向】【施策の方向】【施策の方向】【施策の方向】    

① ワーク・ライフ・バランスの普及・啓発 

仕事と生活の調和の実現に向けた社会的気運の醸成を図るために、ワーク・ライフ・

バランスの理解と普及の促進に努めるとともに、長時間労働の是正等の働き方改革に向

けての取組を推進します。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

ワーク・ライフ・バランス

についての意識の醸成 

男性の長時間労働の削減や仕事中心の

ライフスタイルの見直しに向けた啓発

に努めます。 

男女共同参画室 

仕事と家庭の両立を支える環境整備と

職場風土づくりのための啓発と情報提

供に努めます。 

商工振興課 

男女共同参画室 

事業所に対するワーク・ラ

イフ・バランスの啓発 

ワーク・ライフ・バランスを推進するた

めの講演会を開催します。 

ワーク・ライフ・バランスを事業所内に

推進する、ワーク・ライフ・バランス推

進員養成講座を実施します。 

男女共同参画室 

事業所にとってのワーク・ライフ・バラ

ンスに取り組むメリットやワーク・ライ

フ・バランス推進のための国、県の助成

金制度等について周知を図ります。 

商工振興課 

男女共同参画室 

市職員のワーク・ライフ・

バランスの実践 

市職員のワーク・ライフ・バランスの向

上を図るための環境づくりを推進する

とともに、職員一人ひとりがワーク・ラ

イフ・バランスの実践に努めます。 

職員課 

関係各課 
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② 仕事と家庭・地域活動などの両立支援 

男女ともに仕事と家庭・地域活動などを両立できるよう、多様なライフスタイルに対

応する子育てや介護の支援を行います。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

多様な保育ニーズに対応し

た保育サービスの充実 

保護者の就労形態やライフスタイルの

多様化に対応できるよう、保育サービス

の提供体制の充実に努めます。 

こども支援課 

子育て支援環境の充実 

子どもを持つ親の不安感を解消するた

め、総合相談窓口のほっとＩ（あい）の

周知を図るとともに、仲間づくりや情報

交換の場である地域子育て支援セン

ターの充実を図ります。 

こども支援課 

健康推進課 

市報、市のホームページや子育てアプリ

等により、子育てに関する様々な情報提

供を行います。 

こども支援課 

ファミリーサポートセンターの運営に

より、仕事と育児の両立支援を行い、地

域の支え合いによる子育て支援を推進

します。 

こども支援課 

介護支援体制の充実 

住み慣れた地域で高齢者が暮らすこと

ができるよう、医療・介護、介護予防、

住まい、生活支援、認知症対策を一体的

に提供する「地域包括ケアシステム」の

推進を図ります。 

高齢者支援課 

介護保険課 

介護に関する情報提供の充

実 

仕事と介護が両立できるよう相談窓口

としての地域包括支援センターの周知

に努めるとともに、介護サービスの利用

について普及啓発を行います。 

高齢者支援課 

介護保険課 
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【管理指標と数値目標】 

管 理 指 標 
平成 28 年度 

（近況値） 

平成 34 年度 

（目標値） 

ワーク・ライフ・バランスセミナー受講者数 245 人 300 人 

延長保育の実施率 76.9％ 81.3％ 

一時預かり保育の実施率 87.5％ 90.6％ 

地域ケア会議の開催回数 29回 39回 

 

（参考）２次計画における管理指標 

管 理 指 標 
平成 23 年度 

（近況値） 

平成 29 年度 

（目標値） 

延長保育の実施率 71.9％ 78.1％ 

一時預かり保育の実施率 90.6％ 85.0％ 
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（３）家庭における男女共同参画の促進 

家庭では、男女がともに育児や介護などについて家族としての役割を果たしながら、

共に支え合い協力して生活を営むことが重要です。しかし、多くの家庭では、家事、育

児等、その大半を女性が担っているのが現状です。夫婦共働きが一般化した現代にあっ

ても、男女の役割分担は従来と変わらない家庭が少なくありません。家庭のことを女性

だけの役割とせず、男性も、家事、育児、介護などに積極的に関わることが必要です。

男性の従来の仕事中心の意識・ライフスタイルから仕事と家庭のバランスのとれたライ

フスタイルへの転換を図り、男女が相互に協力し合う関係を築くことは、女性の負担を

軽減し、その社会参画を促すだけでなく、男女双方のワーク・ライフ・バランスにつな

がることにもなります。 

男性の家庭生活への参画を促すため、広報、啓発活動や学習機会の提供及び子育て支

援・介護サービスなどの利用促進も含めた支援体制づくりが必要です。 
 

【現状と課題】 

男女が共に家庭生活を担う環境づくりを進めるための意識啓発や、子育て・介護支援

の充実に向けての取り組んだ結果や、就労女性の増加もあいまって、｢男は仕事、女は家

庭｣といった性別役割分担意識については、賛成派の割合が急減しています（図 15） 

一方、依然として全体の 82.5％が、炊事、掃除、洗濯などの家事を妻が負担している

ことから、たとえ概念としての理解が進んでいたとしても、それが日常生活のことにな

ると、意識と行動に乖離があることが分かります（図 16）。 
 

図 15 固定的性別役割分担の考え方に対する賛成派の割合 

34.2

40.6

47.9 

40.7 

28.6 28.6 28.6 28.6 

平成18年

（計：574人）

岩 国 市

平成24年

（計：1384人）

平成29年

（計：1040人）

山口県

平成26年

（計：1588人）

国

平成28年

（計：3059人）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
（％）

 

資料：市民意識調査 

山口県の調査は「男女共同参画に関する県民意識調査」 
国の調査は「男女共同参画社会に関する世論調査」 
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図 16 炊事、掃除、洗濯などの夫婦の分担状況 
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男
性

年
齢

階
層
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女

性
年

齢
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層
別

妻が行っている 妻が行い、夫が一部を分担している

妻と夫が同じ程度に分担している 夫が行い、妻が一部を分担している

夫が行っている 該当しない/その他

無回答

 

資料：市民意識調査 

 

女性に対する家事、育児の負担集中に伴うストレスや不安感、孤独感の増大は、近年

の少子化の一因にもなっており、家庭における男性の参画促進は少子化対策としても重

要です。 

男
性

年
齢

階
層

別
 

女
性

年
齢

階
層

別
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【施策の方向】 

① 男性の男女共同参画への理解促進 

男性の家事・育児・介護等への参画を促進し、男女がともに家庭生活における役割を

分担できるよう、様々な機会や施策を通じて、男女共同参画への男性の理解促進と意識

改革を図ります。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

あらゆる機会を捉えた家庭

における男女共同参画につ

いての意識の醸成 

各種講座やセミナー、研修会等の学習機

会、市報や市ホームページなど、多様な

機会や手段を活用して、継続的に、家庭

での男女共同参画推進に向けた啓発を

行います。 

男女共同参画室 

男性の家庭への参画につい

て職場理解の促進 

事業所に対して男性の家庭への参画や

イクボスの重要性について意識啓発を

図るとともにワーク・ライフ・バランス

の推進に向けて普及啓発を行います。 

男女共同参画室 

商工振興課 

 

② 男性の子育て･介護の参画支援 

男性が家事・育児を自らのこととして捉え主体的に参画できるよう男性を対象とした

啓発活動や学習機会の提供等に取り組みます。 

また事業所に対して、仕事と家庭生活の両立支援制度について周知を図るとともに、

男性が子育てや介護に参画できる環境づくりについて働きかけを行います。 
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施策項目 取組内容 担当課 

男性の生活的自立の促進 

男性の家庭生活や育児・介護への参画を

促進するため、男性も参加しやすい料理

教室などの生活講座等を開催し、男性の

自立を促進します。 

男女共同参画室 

生涯学習課 

孤立しがちな高齢期の男性などに対す

る日常生活の自立に向けた支援に努め

ます。 

高齢者支援課 

男性の家庭参画を推進する

事業者向け両立支援制度に

ついての普及啓発 

男性が子育てや介護に参画できる環境

づくりを進めるため、事業所に対して、

育児休業制度等に係る仕事と家庭生活

の両立支援制度の普及啓発に努めると

ともに、国、県の助成制度について周知

を図ります。 

商工振興課 

男女共同参画室 

 

【管理指標と数値目標】 

管 理 指 標 
平成 28 年度 

（近況値） 

平成 34 年度 

（目標値） 

「男は仕事、女は家庭」という固定的性別役割分担の考え
方に対する賛成派の割合 

28.6％ 15％ 

男性向け生活講座受講者数 144 人 200 人 

岩国市内事業所におけるやまぐちイクメン応援企業登録
数 

80 事業所 160 事業所 
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（４）働く場における女性活躍の推進 

就業は生活の経済的基盤であり、自己実現につながるものです。また、今日の少子高

齢・人口減少社会においては、経済社会の活力を維持するため、労働力を安定的に確保

することが極めて重要となっています。 

現状では、特に女性の力が十分に発揮できる環境にあるとはいえない状況です。この

ことを踏まえ、働くことを希望する女性がその希望に応じた働き方を実現し、活躍でき

る社会づくりを目的とした「女性活躍推進法」が平成 27 年９月に施行されました。 

働く男女が就労を続けていくためには、職場での固定的な性別役割分担意識を払拭

し、働く意欲を高めていかなければなりません。また、男女ともに育児休業の取得など、

仕事と家庭・地域活動などを両立させ、生涯を通じて安心して働き、生活できるよう、

市民や事業者への啓発を行うとともに、社会環境の整備を進める必要があります。 

また、パートタイム労働などの非正規雇用は、多様な就業ニーズにこたえるという意

義もある反面、男性に比べて女性の非正規雇用の割合が高い現状は、女性の貧困や男女

の賃金格差の一因ともなっているため、非正規雇用労働者の処遇改善や正社員への転換

に向けた一層の取組が必要です。 

そのため、働く女性がその能力を十分に発揮できるよう、男性とともに長時間労働の

削減、休暇の取得などによる働き方改革を推進するとともに、多様で柔軟な働き方がで

きる環境整備や、男女間格差の是正に向けた事業所の自主的かつ積極的な取組（ポジ

ティブ・アクション）を促進する必要があります。 

 

【現状と課題】 

本市の女性の年齢階層別労働力率は、30～34 歳を底とするＭ字カーブを描いており、

依然として結婚・出産・子育て期に就業を中断する女性が見られることが分かります（図 

17）。 

市民意識調査結果をみると、女性の有職者は 40 歳代でピークを迎え、84.1％となって

いますが（図 18）、正社員・正職員の割合は 20 歳代から年齢階層が高くなるに従って一

貫して減少し、30 歳代では、非正規社員が正規社員の割合を上回っています（図 19）。

これは、出産・育児で一旦職場を離れた女性が、再度正社員（職員）として雇用される

ことが困難であることが一因として挙げられます。妊娠・出産・育児休業などを理由と

する、解雇・雇い留め・降格などの不利益な取扱い（マタニティ・ハラスメント）を受

けることなく就業を継続していくためには、多様な働き方に対応した就業支援や環境整

備が重要です。 

一方、男女雇用機会均等法の改正などの法整備により、職場における男女の均等な機

会と待遇の確保などの条件整備は進みつつありますが、市民意識調査の結果を見ると、

未だに、職場では男性の方が優遇されている状況にあることがうかがえます（図 20） 
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また、事業所調査の結果を見ると、女性管理職の登用目標を設定している、若しくは

今後設定する予定である事業所は 15.2％となっています。しかし、女性管理職の登用目

標を設定していない、若しくは設定する予定がないと回答した事業所も全体の 70.4％と

なっています（図 21）。男女が共に参画することで新たな発想や組織の活性化を生み出

し、女性の積極的登用や能力開発が事業所の成長にもつながることへの理解を求め、女

性の活躍推進を図る必要があります。 

 

図 17 女性の年齢階層別労働力人口（国、県との比較） 

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳～

岩国市 12.9 74.4 77.6 69.6 73.4 78.0 80.0 79.1 68.2 49.8 14.8

全 国 14.7 69.5 81.4 73.5 72.7 76.0 77.9 76.2 69.4 52.1 8.9

山口県 14.4 71.6 77.8 71.3 73.5 78.1 80.2 77.9 69.6 52.0 16.2

12.9 

74.4 

77.6 

69.6 

73.4 

78.0 
80.0 79.1 

68.2 

49.8 

14.8 

0

20

40

60

80

100
(％)

 

資料：国勢調査（平成 27 年） 
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図 18 職業を持っているか 
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図 19 就業形態 
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図 20 職場において、男女の地位は平等になっていると思うか 
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れている

17.8%

どちらかといえば男

性の方が優遇され

ている

37.6%

平等である

25.2%
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ている

5.1%

女性の方が優遇さ

れている

2.4%

わからない

7.8%

無回答

4.1%

計：1,040人
 

資料：市民意識調査 

 

図 21 女性管理職の登用目標を設定しているか 
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7.6%
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設定していない

58.7%

設定する予定はな

い

11.7%

無回答

14.3%
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資料：事業所調査 
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【施策の方向】 

① 職場における男女の均等な機会と待遇の確保の促進 

雇用条件や就労環境の改善、性別による格差や固定的な役割分担を見直し、職場にお

ける男女の均等な機会と待遇の確保を図るとともに、結婚や出産があっても女性が働き

つづけられるよう、環境づくりに努めます。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

雇用の場における機会均等

の推進 

男女雇用機会均等法、労働基準法など

労働に関する各種法律について、各種

広報媒体の利用や講座開催により、事

業主や労働者への周知啓発と情報提供

に努めます。 

商工振興課 

男女共同参画室 

職場における性別役割分担

意識解消と男女平等への啓

発 

職場における固定的な性別役割分担意

識を解消し、男女平等を推進するため

に、あらゆる機会や手段を活用して啓

発に努めます。 

商工振興課 

男女共同参画室 

労働に関する相談事業の充

実 

職場における労働条件や労働環境など

に関する労働相談窓口の周知を図ると

ともに、関係機関との連携を強化し、

相談機能の充実に努めます。 

商工振興課 

農林振興課 

ハラスメントのない職場の

実現に向けた広報・啓発 

セクシュアル・ハラスメントやマタニ

ティ・ハラスメント防止のために事業

主が配慮すべき事項について周知する

とともに、各種ハラスメント防止に向

けた広報・啓発に努めます。 

商工振興課 

男女共同参画室 

職場での男女格差是正の啓

発 

昇進や賃金、職種など職場での男女格

差是正に向けた啓発を図ります。 

商工振興課 

男女共同参画室 

育児･介護休業の取得促進 

女性のみならず男性の育児・介護休業

を取得の促進に努め、情報紙や各種講

座などにおいて情報提供や啓発に努め

ます。 

商工振興課 

男女共同参画室 

 

② 希望に応じた多様な働き方の実現に向けた支援 

女性活躍推進法に基づき、女性がそれぞれ希望に応じた様々な条件、雇用形態での働

き方が選択でき、かつ、いずれの働き方を選んでも働きつづけることができ、また女性

の再就職等の環境づくりを促進します。 
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施策項目 取組内容 担当課 

女性の就労継続等への支援 

就労・再就職・起業・非正規雇用から

正規雇用への転換など、女性のチャレ

ンジを支援するための相談や関係機関

等の情報収集と提供に努めます。 

商工振興課 

男女共同参画室 

女性の職業意識の向上やキャリア形成

など、就労・再就職を支援する学習機

会の提供や資格・技術の習得のための

情報提供に努めます。 

商工振興課 

男女共同参画室 

女性経営者に対する情報提

供 

関係機関・団体が行う女性の経営能力

向上に関する学習、交流の場の開催に

ついて、情報提供を行います。 

商工振興課 

市女性職員の積極的育成・

登用 

女性が活躍しやすい職場づくりのモデ

ルとなるよう、派遣研修などを活用し

た人材育成に取り組み、市女性職員の

管理職登用の推進に努めます。 

職員課 

女性教職員の管理職への登

用推進 

女性教職員の管理職等任用試験への積

極的な受験奨励に努めます。 
学校教育課 

女性の起業支援 

関係機関が実施する起業家セミナーや

異業種交流会等の情報提供を行うとと

もに、関係機関と連携して女性の起業

を支援します。 

商工振興課 

 

【管理指標と数値目標】 

管 理 指 標 
平成 28 年度 

（近況値） 

平成 34 年度 

（目標値） 

職場において、男女の地位が平等になっていると思う市民
の割合 

25.2％ 50％ 

25歳から 44歳までの女性の就業率 68.7％ 73.0％ 

市内事業者の「やまぐち男女共同参画推進事業者」認証件
数 

37 事業所 55 事業所 

 

（参考）２次計画における管理指標 

管 理 指 標 
平成 23 年度 

（近況値） 

平成 29 年度 

（目標値） 

市内事業者の「やまぐち男女共同参画推進事業者」認証件
数 

19 事業所 30 事業所 
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（５）地域・農山漁村における男女共同参画の推進 

地域社会は、安全・安心な生活を送るための共通の基盤であり、男女が共に協力し、

支え合いながら、安心して暮らせる住みよい地域づくりを進めていくことが重要です。 

しかし、価値観の多様化等を背景に、地域の帰属意識や人のつながりが希薄になり、

地域活動に参加する機会が少なくなっているのが現状です。 

誰もが安心して暮らせる環境を確保し、地域が抱える様々な課題に対応できる地域の

力を高めていくには、地域における活動を男女がともに担い、性別による偏りを無くす

など、男女共同参画の視点が不可欠です。 

また、女性は、農業就業人口の６割を占めると言われており、農林水産業の重要な担

い手となっています。また、女性は、農山漁村における生活の運営や、地域社会の維持・

活性化にも大きく貢献しており、女性の参画に対する期待は大きいといえます。 

女性が自らの人生を自主的に設計し、その貢献に見合う評価を受け、仕事・家庭・地

域において自信と充実感を持って暮らし、対等なパートナーとして男性と共に経営及び

これに関連する活動に参画していくことができる社会の形成が求められています。 

さらに、過疎化、少子・高齢化の進展等、農山漁村を取り巻く状況変化に的確に対応

した施策を講じ、男女共同参画社会の形成を図っていくことが求められています。 

 

【現状と課題】 

自治会をはじめとする各種団体では、担い手不足や役員の高齢化、固定化を招いてい

ます。一方、複雑化、多様化する地域課題を解決するためには、今後も地域の主体的な

活動を促進し、市民と行政が一体となり施策を展開していくことが不可欠です。そして、

このような市民参画と協働によるまちづくりには、男女が対等な立場で連携しながら地

域活動に参加・参画することが求められます。 

市民意識調査の結果によると、何らかの地域活動に参加している人の割合は男女とも

に 58.6％となっています。内訳として最も多かったのは、「町内会、自治会等での活動」

であり、男女ともに４割弱が参加していると回答しています（図 22）。地域社会への男

女共同参画をさらに促進するため、活動団体間のネットワーク化等に関する情報提供を

行うとともに、市民、地域活動団体、事業者と行政との協働による事業を推進していく

ことが重要です。 

農業分野においては、就農者の高齢化が進み、農業後継者が不足する中、女性農業者

はその担い手として重要な役割を果たしています。しかし、固定的な性別役割分担意識

が根強く残る分野であることから、男性が自営業主、女性が家族従事者などといった、

女性が農業の補助的な立場にある実態が多くみられ、農業分野における男女共同参画の

推進の障害になっています。これからの農業を女性や若者にとっても魅力ある産業とす

るためには、労働時間や休日などが不明確になりがちな就業条件や業務分担を明確化す

る家族経営協定4の締結を促進し、やりがいのある農業経営に転じていくことが必要です。 

                                          
4 家族で営農を行っている農業経営において、家族間の話し合いを基に経営計画、各世帯員の役割、就

業条件等を文書にして取り決めたもの。 
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林業、漁業においては、従事する人が圧倒的に男性に偏っているのが現状ですが、女

性の参画によって、林業、漁業の活性化において重要な役割を果たすことが期待されて

おり、今後の成長産業化へ向けて、その能力が一層発揮されるよう支援していく必要が

あります（図 23）。 

自営業の場合、家族従業者には決定権がなく資産も持たない場合が多く、農業や自営

業等に従事する女性の就業環境の整備に向けた取組を啓発するとともに、経営等への参

画を促進するための支援も必要です。 

 

図 22 地域に参加している社会活動 
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17.7

12.9

5.1

6.4

8.3

2.8

2.3
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2.1
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39.1

2.3

36.1

20.9

14.0

9.8

9.6

5.7

2.1

4.5

4.6

4.5

0.5

1.0

39.2

2.2

0% 20% 40% 60%

町内会、自治会等での活動

趣味、スポーツ、教養、学習などのサークル活動

祭りや運動会など地域イベントに関する活動

清掃・美化や資源回収など環境保全に関する活動

ＰＴＡ活動などの青少年健全育成に関する活動

子ども育成会に関する活動

地域の見守りや消防団など、防災・防犯に関する活動

青年団、婦人会、老人クラブ等での活動

高齢者や障がい者などに対する介護、身の回りの世話な

ど、社会福祉に関する活動

子育てサークル、読み聞かせなど子育て支援に関する活

動

国際交流、国際協力に関する活動

その他

特に参加していない

無回答

男性(計:435人) 女性(計:584人)

 

資料：市民意識調査 

 



- 44 - 

 

図 23 自治会などの地域活動の場で男女の地位は平等になっていると思うか 

男性の方が優遇さ

れている

9.5%

どちらかといえば男

性の方が優遇され

ている

28.0%

平等である

35.6%

どちらかといえば女

性の方が優遇され

ている

6.8%

女性の方が優遇さ

れている

1.1%

わからない

15.6%

無回答

3.5%

計：1,040人
 

資料：市民意識調査 

 

図 24 農林漁業の労働者数（岩国市） 

59.8

91.0

83.1

40.2

9.0

16.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業（計：1956人）

林業（計：122人）

漁業（計：65人）

男性 女性

 

資料：国勢調査（平成 27 年） 



- 45 - 

 

【施策の方向】 

① 地域活動への男女共同参画の推進 

幅広い年代の男女がともに地域活動に参画し、地域を支え活躍できる環境づくりを行

い、地域コミュニティの活性化を図ります。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

地域活動における男女共同

参画の推進 

地域活動のきっかけとなる講座やイベ

ントを開催し、地域活動への多様な人の

自主的な参加・参画の促進を図るととも

に、地域コミュニティの活性化を図りま

す。 

市民協働推進課 

男女共同参画室 

地域社会での男女の対等な関係づくり

と、地域の様々な活動について、性別に

かかわらず活動の役割を担うことがで

きるような意識啓発を図ります。 

男女共同参画室 

 

② 農林水産業・農山漁村における男女共同参画の推進 

農山漁村における政策・方針決定の場への女性の登用や女性が男性の対等なパート

ナーとして経営等への参画を促進します。また、農山漁村の地域の重要な担い手である

女性の働きやすい就業環境づくりに努めるとともに、女性の役割に見合う適正な評価を

受け、能力を十分に発揮できるよう支援を行うとともに、女性起業家や企業グループの

活動を促進します。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

農林水産業における男女共

同参画の促進 

農山漁村の女性が、更なる能力発揮を進

めるよう、農林漁業団体等への方針決定

の場への参画促進や研修等により資質

の向上を図ります。 

農林振興課 

水産港湾課 

家族経営協定の締結への普

及促進 

女性も経営に参画し、家族間の役割分担

や就業条件を明確にした家族経営協定

締結の啓発と普及に努め、農林水産業分

野における就労環境の改善を図ります。 

農林振興課 

水産港湾課 

女性グループへの活動支援 

女性グループの広域的なネットワーク

形成を促進するとともに、情報提供や

活動支援を行います。 

 

農林振興課 

水産港湾課 
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【管理指標と数値目標】 

管 理 指 標 
平成 28 年度 

（近況値） 

平成 34 年度 

（目標値） 

自治会などの地域活動の場で男女の地位が平等になってい
ると思う市民の割合 

35.6％ 50％ 

市民活動支援センター登録団体数 87団体 100団体 

農業協同組合総代に占める女性割合 13.3％ 15％ 

 

（参考）２次計画における管理指標 

管 理 指 標 
平成 23 年度 

（近況値） 

平成 29 年度 

（目標値） 

市民活動支援センター登録団体数 90団体 92団体 
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（６）国際交流・国際協力を通じた男女共同参画の推進 

男女共同参画の取組は、昭和 50 年の国際婦人年以来、女子差別撤廃条約や国連の世

界女性会議など、国際社会における様々な取組と連動しながら進められています。 

岩国市男女共同参画推進条例第３条においても「男女共同参画は、国際的協調の下、

推進されなくてはならない」とされており、国際的視野に立った男女共同参画の推進が

求められています。 

 

【現状と課題】 

本市人口に占める外国人の割合は 1.3％（平成 29 年９月１日現在・住民基本台帳）と

なっています。県内では、本市は外国人の割合が高いという地域性に加え市内に米軍岩

国基地を擁する関係もあり、市内で生活されている外国人の実数は突出して多くなって

います。 

身近なところで国際交流ができる環境づくりを推進し、交流を通じて男女共同参画の

視点に立った異なる文化や価値観、生活習慣に関心を持ち、相互理解を深めることが大

切です。 

近年の政治・経済分野における女性の活躍推進、リーダーシップの向上を始め、男女

共同参画推進の必要性を広く理解してもらうためには、女子差別撤廃条約をはじめとす

る国際規範やその実現に向けた取組、さらにはジェンダー・ギャップ指数5など、男女共

同参画に関する国際基準及びその意義に関する理解が不可欠です。グローバル化の流れ

の中で、様々なレベルでの国際理解を促進し、多様な価値観の共有を図ることが重要で

す。 

また、国際化の進展に伴い、本市内で就労・生活する外国人や留学生が今後益々増え

ていく事が予想されています。在住外国人に対する生活適応支援のための情報提供や、

外国人が訪れやすい開かれた地域づくりが求められるとともに、市民による身近な国際

交流の促進など、国際理解を深めるための取組が必要です。 

                                          
5 世界各国の男女平等の度合いを数値化しランク付けしたもので、毎年、世界経済フォーラムから発表

されている。指数は、経済、教育、政治、保健分野のデータ（労働力率、同じ仕事の賃金の同等性、

所得の推計値、管理職・専門職に占める比率、健康寿命、国会議員・閣僚の比率など）から算出され、

順位の高い国ほど、男女間の格差が少ない国といえる。2017 年版ジェンダー・ギャップ指数によると、

日本は調査対象となった 144 か国のうち 114 位と、前年度より３つ順位を落とし、過去最低となった。

健康は、出生時の男女のバランスの改善で１位となったものの、政治では女性の閣僚や議員の少なさ

が影響し 123 位、経済では幹部・管理職に女性が少ないことや専門職や技術職で女性が少ないことが

影響し 114 位、教育では高等教育の進学率が低いことが影響し 74 位となっており、女性の地位向上に

向けた課題が多いことが分かる。 
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図 25 主な国のジェンダー・ギャップ指数 

順位 国名 スコア 順位 国名 スコア 

1 アイスランド 0.878 15 イギリス 0.770 

2 ノルウェー 0.830 16 カナダ 0.769 

3 フィンランド 0.823 …   

4 ルワンダ 0.822 49 アメリカ 0.718 

5 スウェーデン 0.816 …   

6 ニカラグア 0.814 100 中国 0.674 

7 スロヴェニア 0.805 …   

8 アイルランド 0.794 114 日本 0.657 

9 ニュージーランド 0.791 …   

10 フィリピン 0.790 118 韓国 0.650 

11 フランス 0.778 …   

12 ドイツ 0.778 144 イエメン 0.516 

資料：World Economic Forum（2017 年） 

 

【施策の方向】 

① 国際理解及び交流と連帯の推進 

男女共同参画を推進する上で重要な国際的な規範や基準の周知・浸透を図るための広

報・啓発を進めるとともに、国際交流等を通じ多様な文化を尊重しあい、情報提供や国

際理解促進に努めます。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

国際規範・基準の浸透 

男女共同参画に関連する国際規範・基準

の周知を様々な機会をとおして周知を

図ります。 

男女共同参画室 

国際理解と国際交流の推進 

地域に暮らす外国人との国際交流及び

相互理解の促進を図ります。 

外国人も地域の一員として積極的にま

ちづくりに参画できる環境整備を促進

します。 

都市交流室 

 

【管理指標と数値目標】 

管 理 指 標 
平成 28 年度 

（近況値） 

平成 34 年度 

（目標値） 

市が主催又は共催する国際理解講座の参加者数 396 人 440 人 
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２ 男女共同参画社会づくりに向けた意識の改革 

（１）男女共同参画の視点に立った社会制度や慣行の見直し、意識の

改革 

男女が互いを認め合い、尊重し、その個性と能力が十分に発揮される男女共同参画社

会を実現するためには、固定的な性別役割分担意識にとらわれることなく、家庭、地域、

学校、職場等あらゆる場において対等な立場で参画していくことが必要です。 

法律や制度面での男女平等は進んだものの、固定的な性別役割分担意識は依然として

残っており、このことが男女間の格差や不平等を生み出し、女性の社会進出を妨げる要

因となっています。また、それは同時に男性にとっても仕事以外の多様な領域への社会

参加を妨げることとなっています。 

男女共同参画社会の実現を図るためには、市民一人ひとりが自分の中にある、固定的

な性別役割分担意識に気づき、見直すことが重要です。そのためには、職場、家庭、地

域といった様々な場において、社会のしきたりや慣行を見直す機会を増やすとともに、

市民の意識改革を促進するための効果的な情報提供や啓発を行っていく必要がありま

す。 

 

【現状と課題】 

本市では、講演会の開催、男女共同参画のための情報紙「さくら 21」の発行、その他

各種パンフレットの配布など、様々な機会、媒体を活用して、男女の平等意識の確立や

固定的な性別役割分担意識の是正に向けた広報･啓発に努めてきました。 

しかし、市民意識調査の結果を見ると、社会全体での男女の地位の平等感については、

「男性が優遇されている」「どちらかといえば男性が優遇されている」と回答した人の割

合は 62.5％となっており、前回調査（65.6％）に比べればやや低下したものの、依然と

して男性中心社会となっています。 

「男は仕事、女は家庭」（夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである）というような固

定的な性別役割分担意識について肯定的であるのは、女性（25.6％）より男性（33.8％）

の方が多くなっています。男性の年齢階層別にみると、概ね年齢階層が高くなるに従っ

て固定的な性別役割分担意識を肯定する人の割合が高くなっていく傾向にあることが分

かります。特に男性の 70 歳以上は、44.9％の人が「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき

である」などといった考えに「賛成」若しくは「どちらかといえば賛成」と回答してお

り、特に「賛成」と回答した人の割合が 15.4％と全体平均（5.0％）の３倍以上になって

いることが特徴的です。このように、固定的な性別役割分担意識は性別、年代別によっ

て差が大きいことが分かります（図 26）。このような市民の意識を変え、男女共同参画

への関心を高めるためにも、これまでの広報･啓発活動を必要に応じて見直しながら、さ

らなる充実を図る必要があります。対象者の性別･年齢に応じ、家庭や地域、職場など、

それぞれの生活場面ごとに見直すべき社会慣行例を提示するなど、きめ細かな啓発活動

を男性や若年層を含めたあらゆる層に対して効果的に行っていくことで、市民の意識改

革と社会制度･慣行の見直しにつなげる必要があります。 
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図 26 固定的な性別役割分担についての考え方 
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図 27 社会全体として、男女の地位は平等になっていると思うか 
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【施策の方向】 

① 人権尊重・男女共同参画意識の啓発 

男女共同参画社会の理念や内容の普及・啓発に努め、市民の理解と関心を深めるとと

もに、固定的な性別役割分担意識に基づく社会慣行の見直しと、多様な男女の生き方や

働き方に関する市民の意識改革を促進します。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

女性の人権について理解を

深めるための啓発活動の推

進 

人権問題に対し正しい理解と認識を深

めるとともに、人権意識の高揚を図るた

め、啓発活動を推進します。 

人権課 

性別による固定的役割分担

意識等に基づく社会慣行の

見直しと啓発 

市民の男女共同参画社会に対する認識

を深め、意識の高揚を図るため、講演会

等を行います。 

男女共同参画室 

男女共同参画団体の活動支

援 

男女共同参画社会の実現に向けて、男女

共同参画団体と連携して取組を推進す

るとともに、活動支援を行います。 

男女共同参画室 

男女共同参画の視点でのメ

ディア・リテラシーの向上 

メディアに描かれている性差別の情報

を読み解く能力を高めるため、啓発資料

等の活用によりメディア・リテラシーの

向上を図ります。 

男女共同参画室 

 

② 男女共同参画に関する調査研究及び情報収集・提供 

市民に対する適正な情報提供による啓発推進のため、男女共同参画に関する現状把握

のための調査・研究や、男女共同参画施策等に関する情報収集・提供を行います。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

男女共同参画に関する調査

研究及び情報収集・提供 

市民に対する適正な情報提供による啓

発推進のため、男女共同参画に関する現

状把握のための調査・研究や、男女共同

参画施策等に関する情報収集・提供を行

います。 

男女共同参画室 
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【管理指標と数値目標】 

管 理 指 標 
平成 28 年度 

（近況値） 

平成 34 年度 

（目標値） 

社会全体での男女の地位の平等感について、「男性が優遇さ
れている」「どちらかといえば男性が優遇されている」と回
答した人の割合 

62.5％ 30％ 

男女共同参画講座等の学習機会の提供回数 10回/年 12回/年 

 

（参考）２次計画における管理指標 

管 理 指 標 
平成 23 年度 

（近況値） 

平成 29 年度 

（目標値） 

男女共同参画講座等の学習機会の提供回数 11回/年 10回/年 
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（２）男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進 

人の意識や価値観は、幼い頃から家庭や学校、地域社会の影響を受けて形成され、特

に、乳幼児期における保護者の言動や考え方、あるいは地域社会にあるしきたりなどは、

子どもの考えや行動に大きな影響を及ぼします。このため、性別に基づく固定化された

意識を見直し、性別にとらわれることなく個性や可能性を伸ばせるよう、人権尊重・男

女共同参画の視点に立った教育・学習の推進を図る必要があります。 

 

【現状と課題】 

本市では、子どもの発達段階に応じ、人権尊重・男女共同参画の視点に立った多様な

選択を可能にする教育・学習を推進してきました。市民意識調査結果を見ても、男女の

地位の平等感について、学校教育の場では平等になっていると回答した割合が 59.3％と

最も高く、他の分野に比べると、男女平等が進んでいると感じている人が多いことがわ

かります（図 28）。 

しかし、家庭生活や職場、しきたりや慣習などでは男性が優遇されていると感じてい

る人の割合が高いため、男女平等をはじめとする人権尊重・男女共同参画の視点に立っ

た教育・学習は、今後も一層の推進が求められます。 

「男の子も女の子も職業人として経済的に自立できるように育てる方がよい」（図 29）、

「男の子も女の子も炊事、掃除、洗濯などの仕方を身につけさせる方がよい」（図 30）

という考え方については、大半の人が「そう思う」または「どちらかといえばそう思う」

と回答しており、男女の区別なく、共に経済的自立や生活自立を目指す考え方が主流と

なっています。 

一人ひとりが自立し、生涯にわたっていきいきと生活していくために必要な知識・技

能を身につけ、社会参画に必要な学習を行うなど、生涯学習に取り組むことの重要性が

高まっています。本市で開催している男女共同参画意識を高めるための講座や女性のエ

ンパワーメント6のための講座について広く情報提供を行い、新たな参加者の増加を図る

とともに、各種講座内容のさらなる充実を図る必要があります。 

                                          
6 力をつけること。また、自ら主体的に行動することによって状況を変えていこうとする考え方のこと 
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図 28 学校教育の場において、男女の地位は平等になっていると思うか 
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資料：市民意識調査 

 

図 29 「男の子も女の子も職業人として経済的に自立できるように育てる方がよい」という

考え方について 

そう思う

59.8%

どちらかといえば

そう思う

31.8%

どちらかといえば

そう思わない

2.7%

そう思わない

1.7%

わからない

2.1%

無回答

1.9%

計：1,040人
 

資料：市民意識調査 
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図 30 「男の子も女の子も炊事、掃除、洗濯などの仕方を身につけさせる方がよい」 
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資料：市民意識調査 

 

【施策の方向】 

① 学校・保育所等における男女共同参画の推進と充実 

子どもの頃からの発達段階に応じ、人権尊重・男女共同参画の視点に立った多様な選

択を可能にする教育・保育を推進するとともに、ジェンダーに基づいた固定的な役割意

識が入らないよう、日常の教育活動の点検・見直しを進め、学校・保育所等における男

女共同参画の推進を図ります。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

児童・生徒への男女共同参

画に関する教育の推進 

児童・生徒が男女共同参画について理解

し、誰もがお互いの個性や意思を尊重で

きるよう発達段階に応じた取組を推進

します。また、保護者を対象に男女共同

参画の視点に立った家庭教育に関する

講座や情報提供を行います。 

こども支援課 

学校教育課 

生涯学習課 

男女共同参画室 

デートＤＶやストーカー行

為等について学習する機会

の設置 

男女ともに自分の性を大切にし、また、

相手を尊重するように、学校において

も、発達段階に応じてデートＤＶやス

トーカー行為について学習する機会を

設けるなど啓発に努めます。 

学校教育課 

男女共同参画室 
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② 生涯学習における男女共同参画の推進と充実 

公民館等において、男女共同参画意識の向上や女性のエンパワーメントにつながる講

座を開催するなど、男女共同参画の視点に立った生涯学習の機会の提供や参加の促進を

図ります。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

地域活動における男女共同

参画の推進 

地域活動のきっかけとなる講座やイベ

ントを開催し、地域活動への多様な人の

自主的な参加・参画の促進を図るととも

に、地域コミュニティの活性化を図りま

す。 

市民協働推進課 

男女共同参画室 

女性のエンパワーメントの

ための学習機会の充実 

女性が社会のあらゆる分野に活動する

ための学習機会の充実を図ります。 

生涯学習課 

男女共同参画室 

 

【管理指標と数値目標】 

管 理 指 標 
平成 28 年度 

（近況値） 

平成 34 年度 

（目標値） 

学校教育の場で男女の地位が「平等になっている」と思う
市民の割合 

59.3％ 70％ 
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３ 男女が健康で、安心・安全に暮らせる社会づくり 

（１）男女間におけるあらゆる暴力の根絶 

ドメスティック・バイオレンス（以下「ＤＶ」という。）やセクシュアル・ハラスメ

ントなどの、性別による人権侵害は、男女が対等なパートナーであることを否定するも

のであり、男女共同参画社会の実現を図る上で克服しなければならない重要な課題で

す。 

特にＤＶは、家庭内の問題として顕在化しにくく、当事者が自らの被害・加害に気づ

かないという状況もあります。そのため、ＤＶ防止にあたっては、予防の観点から、子

どもの頃からの暴力を許さない意識づくりを徹底するとともに、あらゆる暴力の根絶の

ための幅広い取組を推進することが必要です。 

また、近年、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）などインターネッ

ト上の新たなコミュニケーションツールの広がりに伴い、リベンジポルノなど男女間の

暴力も多様化しており、そうした新たな形の暴力に対しても情報の提供に努めるととも

に、関係機関との連携を強化していく必要があります。 

 

【現状と課題】 

すべての暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、決して許されるも

のではありません。男女間の暴力は、ＤＶ、性犯罪、セクシュアル・ハラスメント、ス

トーカー行為など様々で、女性だけでなく男性の中にも被害を受けている人はいます。

しかし、相談件数や被害件数が多いのは圧倒的に女性であり、被害も深刻です。 

女性に対する暴力の背景には、「男らしさ」「女らしさ」といった固定的な性別意識が

根強いことや、男女の経済力の格差など、男性優位の社会構造等が考えられます。ＤＶ

は、いつでも、誰にでも起こり得る問題として、市民一人ひとりが、どんな暴力も絶対

に許さない、被害を見逃さない、という意識を持つことが重要です。 

男女間の暴力について市民意識調査の結果を見ると、実際に何らかのＤＶなどの人権

侵害を受けても相談しなかった（できなかった）人は 66.0％にもなっています（図 31）。 

これら女性の暴力被害に対して、相談窓口が警察や県には配偶者暴力相談支援セン

ター（山口県男女共同参画相談センター）に、市には男女共同参画室に設置され、関係

機関との連携による相談支援体制の充実を図ってきました。しかし、市民意識調査の結

果を見ると、ＤＶの被害にあった女性の相談先としては、「親族」や「友人、知人」が多

いのが現状です（図 33）。公的な相談機関等に相談した結果、「有益だった」との評価は

77.8％と比較的高いことから、公的相談窓口の存在をさらに周知することで、ＤＶ被害

の潜在化を防ぐ取組が必要であるといえます。また、被害者が安心して相談できるよう、

相談員の資質向上等、さらなる支援体制の充実が必要です。 

さらに、近年、若い世代においては、交際相手などからの暴力（デートＤＶ・ストー

カー行為）も問題となっています。若者を被害者にも加害者にもしないための予防啓発、

教育・学習の推進や相談窓口の周知が重要です。 
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図 31 ＤＶを受けて相談したか 
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全体(計:235人)

男性(計:74人)

女性(計:155人)

20歳代(計:19人)

30歳代(計:53人)

40歳代(計:47人)

50歳代(計:37人)

60歳代(計:40人)

70歳以上(計:33人)

年
齢

階
層

別
相談した 相談しなかった（できなかった） 無回答

 

資料：市民意識調査 

 

図 32 配偶者等からの被害経験 

何度も経験した
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１，２度経験した

13.1%

まったくない

70.7%

無回答

6.7%

計：1,040人

    

資料：市民意識調査 
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図 33 ＤＶを受けて相談した先 
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57.1
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2.4
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

親族

友人・知人

同じような経験をした人

岩国市の女性相談窓口（人権課男女共同参画室）などの

公的な相談機関

医療機関など

警察署

家庭裁判所・弁護士など

その他

無回答

男性(計:13人) 女性(計:42人)

 

資料：市民意識調査 

 

【施策の方向】 

① 暴力を許さない基盤づくりの推進  

女性に対するＤＶをはじめとするあらゆる暴力を許さない社会の形成のための教育及

び啓発活動を推進します。 

公的な相談機関 
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施策項目 取組内容 担当課 

暴力を根絶するための基盤

整備 

暴力は重大な人権侵害であるという意

識を徹底させるとともに、暴力を許さな

い意識啓発の推進に努めます。 

男女共同参画室 

ＤＶ防止法、ストーカー規制法、虐待防

止法等について学習の機会の提供や啓

発・周知に努めます。 

男女共同参画室 

セクシュアル・ハラスメン

トなどの防止対策の推進 

性暴力やセクシュアル・ハラスメント

など、異性間の暴力防止に向けた啓発

活動の推進に努めます。 

男女共同参画室 

山口県設置の性暴力被害者支援システ

ム「あさがお」の周知を図るとともに

協力を行います。 

男女共同参画室 

企業や団体へのセクシュアル・ハラス

メントなどの防止対策や相談体制づく

りへの働きかけに努めます。 

商工振興課 

男女共同参画室 

DV防止のための啓発の推進 

ＤＶの危険性を深く浸透させるととも

に、正しい知識の普及などＤＶ防止に

関する啓発の強化に努めます。 

関係機関と連携してＤＶ防止講座を開

催します。 

男女共同参画室 

 

② 相談体制の充実 

相談窓口の周知を図り、関係機関と連携して、きめ細やかな相談対応に努めます。 

また、多様化する相談に適切に対応するために、専門職員の配置についての検討や関

係職員の資質の向上を図ります。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

相談窓口の周知と相談体制

の充実 

あらゆる機会を活用して、相談窓口の周

知を図るとともに、被害者が安心して相

談することができる体制の充実と対応

する職員の資質向上を図ります。 

男女共同参画室 
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③ 被害者の支援と自立に向けた取組の推進 

被害者の安全が十分に確保できるよう、警察等関係機関と連携を強化して迅速に対応

できるよう体制整備を行います。また、被害者が自立した生活を送ることができるよう

関係機関と連携して支援に努めます。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

ＤＶ防止対策及び被害者保

護の推進 

被害者の早期発見、迅速な保護及び被害

者の情報保護など安全な生活の確保に

向けて関係機関と連携強化を図ります。 

男女共同参画室 

関係各課 

被害者が被害を受けた後、安心した暮ら

しを確立するために、個々の実情に応じ

たきめ細かな支援を関係機関と連携し、

支援体制の充実を図ります。 

男女共同参画室 

関係各課 

配偶者からの暴力により危険がある被

害者及び同伴の子どもに対して、一時保

護施設への同行支援を行います。 

男女共同参画室 

 

【管理指標と数値目標】 

管 理 指 標 
平成 28 年度 

（近況値） 

平成 34 年度 

（目標値） 

一度でも何らかの DV を受けたことのある市民の割合 23.8％ 15％ 

実際に何らかのＤＶなどの人権侵害を受けても相談しな
かった（できなかった）人の割合 

66.0％ 50％ 

配偶者等からの暴力相談件数 93件 120件 

 

（参考）２次計画における管理指標 

管 理 指 標 
平成 23 年度 

（近況値） 

平成 29 年度 

（目標値） 

配偶者等からの暴力相談件数 104件 120件 



- 63 - 

 

（２）生涯を通じた男女の健康づくりへの支援 

男女共同参画社会の形成にあたっては、男女それぞれの性や身体的特性を十分に理解

し、尊重し合うことが大切です。男女それぞれが直面する健康上の問題に関する性差に

ついて正しく理解することは、互いの安心な暮らしにもつながります。 

女性には、乳がんや子宮がんなど、女性特有の病気に加え、妊娠や出産、更年期障害

など健康面のリスクも多くなります。そのため、「性と生殖に関する健康と権利（リプ

ロダクティブ・ヘルス／ライツ）」の視点も含め、女性特有の健康問題について、男性

の理解を促すとともに、男女ともにそれぞれの健康問題について正しく理解し、こころ

と体の健康管理ができるよう、生涯を通じた健康支援を行うことが重要です。 

 

【現状と課題】 

本市では、性の理解と尊重について、学校教育の中で、子どもの発達段階に応じた性

教育などを行っています。子どもの、こころや体の健やかな成長と、生涯を通じての健

康づくりの基盤を形成するためにも、家庭、学校、地域などが連携して性教育や健康教

育をさらに充実させる必要があります。 

また、本市では、市民一人ひとりが主体的に、また、市民団体が意欲的に、健康づく

りに取り組みやすい環境を整備し、市内全域に健康づくりの推進を図ることを目的とし

て、「岩国市健康づくり計画」を策定し、取組を進めています。今後も、市民の生活習慣

の改善や健康づくりを支援するための健康教育・相談体制、健康診査実施体制の充実は

もとより、生涯を通じた女性の健康支援として、安心して出産できる環境整備や、女性

特有のこころや身体の悩みについても気軽に相談できる体制を充実させることが重要で

す。 

 

【施策の方向】 

① 性の尊重と生涯を通じた男女の健康支援 

男女それぞれの性や身体的特性に対する正しい理解を促進し、リプロダクティブライ

ツ（性と生殖に関する権利）の視点に立って、互いの性を尊重する意識の醸成と、生涯

を通じた男女のこころと体の健康支援を図ります。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

男女が互いを認め合うここ

ろを養う学習の推進 

小・中学校において、発達段階に応じた

指導を行い、全教育活動の場で自他の生

命の大切さ・尊さや男女が互いを認め合

うこころを養います。 

学校教育課 
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施策項目 取組内容 担当課 

市の刊行物などの表現への

留意 

市の刊行物や庁内各課において作成・配

布される印刷物などに、女性の性差別の

助長につながるような表現がないか留

意するとともに、研修などによる職員の

意識啓発を進めます。 

関係各課 

健康づくりの普及・啓発 

健康づくり活動に主体的に取り組む市

民団体（健康づくり計画推進部会登録団

体）・協賛企業・関係機関が連携し、健

康診査の受診や生活習慣の改善等につ

いて啓発します。 

健康推進課 

関係各課 

生涯を通じた女性の健康支

援 

生涯を通じて健康づくりができるよう

妊婦健診、妊婦の歯科健診、女性特有の

乳がん・子宮がん検診や健康教育・健康

相談の充実に努めます。 

健康推進課 

妊娠期から子育て期にわた

る切れ目のない相談支援 

妊娠期から出産・子育て期にわたる相談

に応じ、妊産婦及び乳幼児等の健康の保

持・増進を図ります。 

健康推進課 

こども支援課 

 

② こころの健康づくりの充実 

こころの健康づくりには、少し周りが工夫することで心身の安定が図られることから、

学校・家庭・地域・職域において困った時に誰かに相談できやすい環境づくりを推進し

ます。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

こころの健康づくりの支援 

健康問題や職場での人間関係などで起

こりやすい「うつ病」の理解を図るため、

うつ予防の啓発・相談窓口の設置による

情報提供や相談等を実施します。 

母子保健推進員を育成し、子育ての悩み

を気軽に話せる支援体制を整備し子育

てしやすい環境づくりを推進します。 

健康推進課 
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【管理指標と数値目標】 

管 理 指 標 
平成 28 年度 

（近況値） 

平成 34 年度 

（目標値） 

健康づくり計画推進部会の登録団体数 90団体 95団体 

保健体育の授業以外における児童生徒（小中学校）に対す
る性教育の実施率 

93.4％ 100.0％ 

がん検診の平均受診率 18.3％ 25％ 

妊婦乳幼児の健康診査受診率 95.0％ 95％以上 

 

（参考）２次計画における管理指標 

管 理 指 標 
平成 23 年度 

（近況値） 

平成 29 年度 

（目標値） 

がん検診の平均受診率 15.1％ 30.0％ 

妊婦乳幼児の健康診査受診率 94.0％ 95.0％ 
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（３）みんなが安心して暮らせる社会づくり 

非正規雇用や単身世帯・ひとり親世帯の増加、またグローバル化の進展など、社会や

経済の状況が急激に変化していくなかで、貧困や社会的孤立等の困難を抱える人が増加

しています。 

支援を必要とする世帯には複合的な問題がある場合も多く、多面的に支援する必要が

あります。男女共同参画の視点に立ち、様々な困難を抱える人々が安心して暮らせるよ

う、各世帯の実情に応じた、切れ目のない、きめ細かな支援が求められています。 

 

【現状と課題】 

女性は結婚や出産、育児等、ライフイベントにより生活スタイルが変わることでの影

響を受けやすく、また、家計補助的な非正規雇用を特徴とする働き方や離婚等により、

生活上の困難に陥ることも少なくありません。 

特に、高齢単身女性世帯や母子世帯等のひとり親世帯は、貧困など生活上の困難に直

面することが多いため、貧困等を防止するための取組が必要です。さらに、貧困等の次

世代への連鎖を断ち切るため、個人の様々な生き方に沿った支援が必要です。 

また、困難に直面しても、コミュニティ内で相談できる人がいない場合、地域の中で

孤立する危険があります。関係機関での情報共有や意見交換が的確に行われるよう、連

携協力体制の強化も必要ですが、できるだけ単一の窓口で解決が図られるよう体制づく

りに努めていくことも大切です。 

平均的に、女性は男性よりも長寿の傾向があることから、高齢者施策の影響は女性の

方が強く受けるともいえます。また、障がいがあること、外国人であることなどに加え、

女性であることで複合的に困難な状況に置かれないよう、生活や就業面の支援や人権擁

護の取組が必要です。さらに、最近では性的少数者の人権問題が顕在化しつつあり、性

同一性障がいや性的指向等を理由に困難な状況に置かれないよう、更なる啓発の取組が

求められています。 

 

【施策の方向】 

① 生活に困難を抱えた人々が安心して暮らせる環境整備 

ひとり親家庭、高齢者、障がい者等は生活課題があるうえに、女性であることで更に

経済的にも困難さを抱えやすいなど課題が複合化しており、自分らしく安心して暮らせ

るよう相談体制の整備や行政や関係団体が密接に連携し、総合的な支援を行います。 
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施策項目 取組内容 担当課 

ひとり親家庭に対する生活

の支援 

ひとり親家庭などの生活の安定と自立

の促進を図るため、相談体制の充実を

図り、ひとり親家庭への支援制度の情

報提供や就労支援等を行います。 

こども支援課 

生活相談への積極的対応 

生活困窮者自立相談事業により包括的

な相談支援を行います。 
社会課 

障がい者を支援する様々な制度の周知

や情報提供を図るとともに、基幹相談

支援センターを中核に相談支援事業所

との連携より相談支援体制の充実を図

ります。 

障害者支援課 

高齢者の総合窓口である地域包括支援

センターの機能強化を図ります。 
高齢者支援課 

性的マイノリティ（ＬＧＢ

Ｔ）に対する理解の促進 

性的マイノリティ（ＬＧＢＴ）に対する

理解を深めるための啓発に努めます。 
人権課 

 

【管理指標と数値目標】 

管 理 指 標 
平成 28 年度 

（近況値）） 

平成 34 年度 

（目標値） 

地域包括支援センターの相談件数 29,030件 30,975件 

障がい者相談支援の相談件数 5,200件  5,500件 
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（４）男女共同参画の視点に立った地域防災 

自然災害の多くは、その発生を完全に防ぐことは困難であるものの、災害時の被害を

最小化し、被害の迅速な回復を図ることは可能です。災害を受け止める側の社会の在り

方によっても、女性が受ける被害の大きさが決まることもあり得ます。 

災害に直面してから復興するまでのあらゆる局面において、女性が重要な役割を果た

していることを認識するとともに、防災・復興に係る意思決定の場に女性が参画し、リー

ダーとして活躍することを推進していく必要があります。 

また、女性と男性では災害から受ける影響に違いが生じることに配慮し、男女共同参

画の視点から、事前の備え、避難所運営、被災者支援等を実施することも必要です。 

 

【現状と課題】 

地域の安全・安心という見地から、東日本大震災や熊本大地震の教訓を活かし、平常

時から男女共同参画の視点を取り入れた防災・減災･災害復興対策を行う必要があります。 

市民意識調査の結果からは、防災活動に関して、男女共同参画の視点からどのような

ことが必要だと思うかという設問については、「女性や乳幼児等に配慮した避難所設備の

確保」（44.7％）が最も多く挙げられていますが、「女性や乳幼児等に配慮した防災マニュ

アルの整備」（34.4％）、「防災訓練等への積極的な女性の参加」（27.0％）、「防災会議等

の委員への積極的な女性の登用」（24.4％）など、多様な項目に対する意見が挙がってい

ます。「特に必要なことはない」との回答がわずか 3.1％に留まっていることも、防災活

動に関して男女共同参画の視点から課題が多くあることが窺えます（図 34）。 

また、避難所における男女共同参画について必要なこととしては、「男女別トイレや洗

濯干場、授乳室の設置など、避難者のニーズに配慮すること」が 75.7％となっており、

次いで、「避難所の運営、運営方針の決定などにおいて、女性と男性がともに参加するこ

と」（53.1％）、「女性および男性が抱えた悩みや避難所生活上の問題を受け付ける窓口の

設置」（53.0％）が多く挙げられています（図 35）。男女のニーズの違いを踏まえ、様々

な立場の人に配慮した防災意識の向上を図る必要があります。 
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図 34 防災活動に関して、男女共同参画の視点からどのようなことが必要だと思うか 

44.7 

34.4 

27.0 

24.4 

21.3 

17.9 

16.2 

1.2 

3.1 

14.7 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80%

女性や乳幼児等に配慮した避難所設備の確保

女性や乳幼児等に配慮した防災マニュアルの整備

防災訓練等への積極的な女性の参加

防災会議等の委員への積極的な女性の登用

自主防災組織における積極的な女性の参加や活動

女性の消防職員や消防団員の育成

女性団体に対して訓練や研修を実施

その他

特に必要なことはない

わからない

無回答

計：1040人

 

資料：市民意識調査 

 

図 35 避難所における男女共同参画について、どのようなことが必要だと思うか 

75.7 

53.1 

53.0 

18.8 
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1.6 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80%

男女別トイレや洗濯干場、授乳室の設置など、

避難者のニーズに配慮すること

避難所の運営、運営方針の決定などにおいて、

女性と男性がともに参加すること

女性および男性が抱えた悩みや避難所生活上の

問題を受け付ける窓口の設置

女性は炊き出し、男性は力仕事といった固定的な

性別役割分担意識の解消

わからない

その他

無回答

計：1040人
 

資料：市民意識調査 
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【施策の方向】 

① 防災・減災・災害復興における男女共同参画の促進 

性別や年齢にかかわらずあらゆる市民が防災・減災・災害復興に参画できるよう防災

意識の向上を図るとともに、男女のニーズの違いや、障がい者、高齢者など災害時に困

難に直面する人々に配慮するなど、男女共同参画の視点を組み入れた防災・減災・災害

復興対策に取り組みます。 

 

施策項目 取組内容 担当課 

防災・減災・災害復興の企

画・立案における女性の参

画促進 

各種対応マニュアルの策定等の企画・立

案において、女性の参画を促進すること

で、様々な立場の人のニーズに配慮する

よう努めます。 

危機管理課 

自主防災組織等への女性の

参画促進 

自主防災組織、地域での防災活動への女

性の参画を働きかけます。 
危機管理課 

 

【管理指標と数値目標】 

管 理 指 標 
平成 28 年度 

（近況値） 

平成 34 年度 

（目標値） 

消防団員における女性の占める割合 3.9％ 10％ 

 

（参考）２次計画における管理指標 

管 理 指 標 
平成 23 年度 

（近況値） 

平成 29 年度 

（目標値） 

消防団員における女性の占める割合 3.8％ 6.0％ 
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第４章 計画実現のために 

１ 市民や事業者等と行政との協働  

男女共同参画社会の実現のためには、市民一人ひとりがその意義を十分に理解し、

他人事でなく自らのこととして取り組むとともに、事業者等の主体的な参画が必要で

す。そのため、あらゆる手段と機会を活用しながら、市民及び事業者等に対する広報・

啓発を行うとともに、男女共同参画社会の実現に向け、市民、市民団体、事業者等と

連携を取りながら、活動の展開を図ります。 

また、職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において男女共同参画

社会の実現を図るため、各種市民団体が自ら男女共同参画社会の実現に向けて企画、

活動する場合はその活動の支援を行います。 

さらに、男女共同参画を推進する団体や人材の育成を進めることにより、持続性の

ある取組を行うための環境づくりを行います。 

 

２ 法的制度の整備・充実  

男女共同参画社会実現に向け、市条例、規則、規程等の制定にあたっては、男女共

同参画社会の形成に配慮します。 

 

３ 国・県等との連携・協力体制の充実 

本計画の効果的な推進を図るため、国、県、他市町との連携や交流を図ることで男

女共同参画に関する情報収集に努め、施策の推進に活かします。 

また、国、県及びその他関係機関に対して、計画の推進上、必要な事項についての

要請を行います。 

 

 



 

 

 


